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藤沢市情報公開審査会答申第３１号

２０１２年（平成２４年）３月１日

藤沢市長 鈴 木 恒 夫 様

藤沢市情報公開審査会

会 長 安 冨 潔

情報公開請求の一部承諾決定に関する異議申立てについて（答申）

２０１０年（平成２２年）９月１日付けで諮問された「①２００９年６月２９

日付け（仮称）武田薬品工業（株）新研究所に係る指定事業所設置許可申請書の

添付図面中 用排水系統－１ ②２０１０年２月２３日付け（仮称）武田薬品工

業（株）新研究所に係る指定事業所に係る変更許可申請書添付の新研究所建設計

画焼却炉設備，指定事業所設置許可申請書添付資料中の ・６．処理物の性状及

び１０．焼却炉の運転について ・添付図面，焼却炉設備フローシート NO.09

-102-10101E 焼却炉設備全体立面配置図 NO.09-102-10201E 焼却炉設備焼却

炉組立図 NO.09-102-10300E ・焼却炉設計計算」の情報公開請求の一部承諾

決定の件について，次のとおり答申します。

１ 審査会の結論

藤沢市長（以下「実施機関」という。）が，「①２００９年６月２９日付け

（仮称）武田薬品工業（株）新研究所に係る指定事業所設置許可申請書の添付図

面中 用排水系統－１ ②２０１０年２月２３日付け（仮称）武田薬品工業

（株）新研究所に係る指定事業所に係る変更許可申請書添付の新研究所建設計画

焼却炉設備，指定事業所設置許可申請書添付資料中の ・６．処理物の性状及び

１０．焼却炉の運転について ・添付図面，焼却炉設備フローシート NO.09-1

02-10101E 焼却炉設備全体立面配置図 NO.09-102-10201E 焼却炉設備焼却炉

組立図 NO.09-102-10300E ・焼却炉設計計算」の行政文書公開請求に対し，

２０１０年（平成２２年）７月９日付けの一部承諾決定処分における非公開とし

た部分のうち，異議申立人が処分の取消しを求める部分について，公開とすべき

である。
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２ 事実

（１） 異議申立人は，２０１０年（平成２２年）６月４日付けで，実施機関に対

し，藤沢市情報公開条例（平成１３年藤沢市条例第３号。以下「条例」とい

う。）第１０条の規定により，「①２００９年６月２９日付け（仮称）武田

薬品工業（株）新研究所に係る指定事業所設置許可申請書の添付図面中 用

排水系統－１ ②２０１０年２月２３日付け（仮称）武田薬品工業（株）新

研究所に係る指定事業所に係る変更許可申請書添付の新研究所建設計画焼却

炉設備，指定事業所設置許可申請書添付資料中の ・６．処理物の性状及び

１０．焼却炉の運転について ・添付図面，焼却炉設備フローシート NO.

09-102-10101E 焼却炉設備全体立面配置図 NO.09-102-10201E 焼却炉設

備焼却炉組立図 NOo.09-102-10300E ・焼却炉設計計算」の行政文書公開

請求を行った。

（２） 実施機関は当該請求に係る行政文書を「①２００９年６月２９日付け（仮

称）武田薬品工業（株）新研究所に係る指定事業所設置許可申請書の添付図

面中 用排水系統－１ ②２０１０年２月２３日付け（仮称）武田薬品工業

（株）新研究所に係る指定事業所に係る変更許可申請書添付の新研究所建設

計画焼却炉設備，指定事業所設置許可申請書添付資料中の ・６．処理物の

性状及び１０．焼却炉の運転について ・添付図面，焼却炉設備フローシー

ト NO.09-102-10101E 焼却炉設備全体立面配置図 NO.09-102-10201E

焼却炉設備焼却炉組立図 NO.09-102-10300E ・焼却炉設計計算」（以下

「本件請求文書」という。）と特定した。

（３） 実施機関は，２０１０年（平成２２年）６月８日付けで，条例第１４条の

規定により，第三者に意見照会書を送付し，同年７月６日付けで意見書を受

理した。

（４） 実施機関は，同年６月１６日付けで，条例第１１条第３項の規定により，

異議申立人に対し，諾否決定期間延長の通知を行った。

（５） 実施機関は，同年７月９日付けで異議申立人に対し，本件請求文書につい

て，一部承諾決定処分（以下「本件処分」という。）を行った。

（６） 異議申立人は，同月２９日付けで，実施機関に対し，本件処分の取消しを

求める異議申立てを行った。

（７） 実施機関は，同年９月１日付けで，藤沢市情報公開審査会（以下「審査

会」という。）に対し，条例第１８条の規定により，本件処分について諮問

した。

（８） 異議申立人は，２０１１年（平成２３年）９月１５日開催の審査会におい

て，異議申立ての一部「②２０１０年２月２３日付け（仮称）武田薬品工業

（株）新研究所に係る指定事業所に係る変更許可申請書添付の新研究所建設
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計画焼却炉設備，指定事業所設置許可申請書添付資料中の ・６．処理物の

性状及び１０．焼却炉の運転について ・添付図面，焼却炉設備フローシー

ト NO.09-102-10101E 焼却炉設備全体立面配置図 NO.09-102-10201E

焼却炉設備焼却炉組立図 NO.09-102-10300E ・焼却炉設計計算」につい

て，取り下げの意思表示をし，同年１０月１２日付けで一部取下書を提出し

た。

（９） 実施機関は，２０１１年（平成２３年）１０月１３日付けで，審査会に対

し，諮問の一部である「②２０１０年２月２３日付け（仮称）武田薬品工業

（株）新研究所に係る指定事業所に係る変更許可申請書添付の新研究所建設

計画焼却炉設備，指定事業所設置許可申請書添付資料中の ・６．処理物の

性状及び１０．焼却炉の運転について ・添付図面，焼却炉設備フローシー

ト NO.09-102-10101E 焼却炉設備全体立面配置図 NO.09-102-10201E

焼却炉設備焼却炉組立図 NO.09-102-10300E ・焼却炉設計計算」を取り

下げた。

３ 異議申立人の主張要旨

（１） 異議申立ての趣旨

異議申立ての趣旨は，本件処分のうち，「①２００９年６月２９日付け

（仮称）武田薬品工業（株）新研究所に係る指定事業所設置許可申請書の添

付図面中 用排水系統－１」の部分（以下「本件対象文書」という。）につ

いての一部承諾決定の取消しを求める，というものである。

（２） 異議申立ての理由

異議申立人は，異議申立書及び意見書で，以下のとおりの主張をしている。

ア 本件対象文書について，当該図面は，武田薬品工業株式会社新研究所

（以下「新研究所」という。）から排出される排水の総量のマテリアルバ

ランスを示すフローシートであり，どんな汚染排水が，新研究所のどこか

ら，どの位排出されるかを示す図面である。

それぞれの水量が示されていないので，情報公開請求では，この水量の公

開を求めたものである。

異議申立人の情報公開請求に対し，実施機関は当該法人の権利，競争上

の地位その他正当な利益を害するという理由から，当初一般公開されてい

た図面以外に，新たに公開した箇所は一つもないとしている。

イ 新研究所からは，バイオ，遺伝子組み換え，創薬，ＲＩ研究，膨大な動

物実験によって多種・多様な複合汚染物が排出される。係る排水が，武田

薬品工業株式会社（以下「武田薬品」という。）自らの排水処理設備装置

によって協定に示された下水道排水処理基準まで汚染物が除去されて河川
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に放出されるならばいざ知らず，基本的に化学薬品，ＲＩ，バイオ，遺伝

子組み換え，病原菌接種並びに多種多様な新薬投与された実験動物の排泄

物等の処理機能を持たない大清水浄化センターへ未処理のまま流すという

ことは，協定にも違反し，大清水浄化センター周辺住民，下流の境川周辺

住民，江ノ島海岸周辺住民の生命，身体，健康，生活等を著しく危険にさ

らすものである。係る危険にさらされる住民にとって，どのような排水が

どの程度流されるかを知る権利がある。

ウ 非公開事由として，条例第６条第２号前段の「公開することにより当該

法人等の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある」の

部分だけを取り上げ，但し書き以降の「人の生命，身体，健康，生活又は

財産を保護するため，公開することが必要であると認められる情報を除

く」との規定を全く考慮せずに下した違法不当な判断であり，処分の取り

消しを求めるものである。

実施機関は，「系統別の排水量は，設計上の創意工夫や独自のノウハウを

もとに設計されたものであり，研究内容や規模及び研究機能別の人員配置等

の推定可能な生産技術に関する情報である」ことを非公開の理由としている

が，新研究所の「研究内容」や「規模」などは既に公開されていることであ

り，「人員配置」などが水量によって推定できるものではない。

図面の中で生活排水は研究者１２００名，補助作業員８００名が使用した

排水であり，また，空調使用水は新研究所建物の容積がわかっているのだか

ら，そこで使用する水量が判明しても何ら企業秘密になるようなものではな

い。

実験室系用水も一般実験，動物実験にどのくらい水が使われるか総量がわ

かるだけで，個々にどのような研究がおこなわれるのかわかるものではない。

また，排水量で，武田薬品の創薬内容，生産技術がわかるなどと言うことは

あり得ない。

結局，企業機密を盾に，市民に排水内容を知らせたくないというのが武田

薬品の本音であると言わなければならない。実施機関は，武田薬品のこうし

た秘密主義に与するべきではない。

エ 実施機関は，「新研究所の排水は下水道法及び藤沢市下水道条例等の法令

の排水基準を遵守して下水道へ流されるものである。また，大清水浄化セン

ターは水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）等の法令を遵守して

境川へ放流するものであり，河川及び海の環境への影響はないものとみられ，

申立人の主張には根拠がない。」と言い切っているが，武田薬品排出物の一

部は回収されるだろうが，一部は大清水浄化センターで希釈されるだけで，

下流の境川や江の島に放流されるのはさけられない。わずかでも長年の放流
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で堆積され，それが公害の原因となることは，過去の公害発生の事例が我々

に教えている所である。

市民は，武田薬品の排水の内訳を知ることによって，健康被害をもたらす

バイオ公害，薬品公害に備えることが出来るという意味で，実施機関は安全

を強調するのではなく，むしろ積極的に武田薬品に排水の情報を公開するよ

う求めるべきである。

オ 武田薬品排出物は，大清水浄化センターに流す前に，昭和５３年の協定で

決められているように排水処理設備を設置させ，汚染物の自社回収を求める

べきである。新研究所が工場ではなく研究所だとの理由で協定は適用されな

い，などと言うことは，誘致優先のために藤沢市と武田薬品が談合した，市

民だましの詭弁である。大清水浄化センターで希釈される前に，武田薬品の

構内で濃度の濃い状態で汚染物を沈殿回収する方が希釈された状態よりも確

実に回収される。市民が，こうした協定遵守，自社処理，自社回収を武田薬

品に求める上でも，排水の性状別排水量を記したフローシートの公開は不可

欠である。

カ 非公開説明書では，一日，約２０００㎥を超える大気放出水を「大気へ出

されるものは水蒸気となったものであり，汚染物質は含まれず周辺住民の健

康へ多大な影響を与えるものとは言えない。」と説明しているが，水蒸気と

は沸騰して気体になったものであり，武田薬品の大気放出水は，すべてこう

した水蒸気となったものと言うことは出来ず，スクラバー排水などミスト

（水滴）状態で放出されるものも含まれており，「汚染物質は含まれず周辺

住民の健康へ多大な影響を与えるものとはいえない」どころか，周辺住民の

健康に影響を与えることは必至である。市民としては，こうした大気放出水

の量の公開を求めることを企業機密の名の下に隠匿することは許されない。

キ 実施機関は，県の環境アセスメントや神奈川県生活環境の保全等に関す

る条例（平成９年神奈川県条例第３５号。以下「県生活環境保全条例」と

いう。），ダイオキシン問題を担当する県の審査などを挙げ，武田薬品の

排水が住民の健康に害を及ぼすものではないことを強調している。

しかし，県は排水に対する環境アセスメントはやっておらず，環境アセ

スメントをもって排水に対する住民の心配が解消されるものではない。ま

た，県や市の許認可，届出受理をもって安心安全が担保されるものではな

く，届出要件を満たしていることをもって受理されたものである。

非公開理由説明書に述べられている実施機関の論理は，行政が受理した

ものは法に基づいて行われており，市民が情報公開を求めなくても問題は

ないという論理に基づくものである。

本来，情報公開は，行政の独善行為をただすために設けられた制度であ
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り，市はこの点を良くわきまえて必要な情報は，きちんと公開してもらい

たい。

４ 実施機関の主張要旨

実施機関は，非公開理由説明書及び意見陳述において，以下のとおりの主張

をしている。

（１） 研究所という専門的施設の設計は，施工会社単独で出来るものではなく，設

計上の創意工夫や独自のノウハウをもとに設計されたものであり，当該法人

の技術者や研究者の関与があって初めて可能になるものである。

本件対象文書の系統別の排水量は，研究内容や規模及び研究機能別の人員

配置等が推定可能な生産技術に関する当該法人の企業競争力の源泉である技

術的ノウハウであり，高い企業秘密であるという観点を有している。各系統の

数値からどれくらいの量を日量研究しているか，どれくらいの投資を動物関係

の施設にしているかが同業他社であれば，容易に推測が可能であることから，

公開することにより，当該法人の権利，競争上の地位その他正当な権利を害す

るおそれがあり，条例第６条第２号に該当するため非公開とした。

また，生活系用水等直接研究に使用されるものではないが，非公開とした部

分については，その数値が公開されることにより，すでに公開されている数値

から，研究に使用される数値が算出可能であることから，同様の判断とした。

（２） 異議申立人は，「条例第６条第２号ただし書き以下の『ただし，人の生命，

身体，健康，生活又は財産を保護するため，公開することが必要であると認

められる情報を除く』に基づき，住民の生命，身体，健康及び生活に多大な

影響を与える情報であるから，本件処分は取り消されるべきである」と主張

しているのに対し，以下のとおり反論している。

ア 新研究所の建設にあたっては，神奈川県環境影響評価条例（昭和５５年

神奈川県条例第３６号）に基づき環境影響予測評価を実施し，事業の内容

や安全対策等の具体的情報を開示しており，環境に対する影響は少ないと

している。また，設置後は環境に関する事後調査を行い報告書を神奈川県

に提出することとしている。

また，市としても県生活環境保全条例に基づき許可申請書を収受し，法

令の基準に合っているか審査を行い確認し，許可書を交付している。

今回，申立人が申し立てている「人の生命，身体，健康，生活を保護す

るため」にすべての公開が必要であるとしているが，新研究所から排出す

る各規制物質の予測濃度及び排水量並びに排ガス量は，公開しており，環

境に対する影響は知ることができる。

したがって，請求のあった情報を公開しないことが住民の生命，身体，
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健康及び生活に多大な影響を与えるとはいえないことから，この情報は条

例第６条第２号の正当な利益を害するおそれがあるものに該当する。

本件処分が違法ないし不当であることの理由とはなり得ず，申立人の主

張は，理由が無く，容認することは出来ない。

イ 申立人は，本件対象文書について新研究所は化学薬品，ＲＩ，バイオ，

遺伝子組換え，病原菌接種並びに多種多様な新薬投与された実験動物の排

泄物等の処理機能を持たない大清水浄化センターへ未処理のまま流し，大

清水浄化センター周辺住民，大清水浄化センター下流の境川周辺住民及び

江ノ島周辺住民の生命，身体，健康，生活等を著しく危険にさらすとして

いる。

しかしながら，新研究所の排水は下水道法（昭和３３年法律第７９号）

及び藤沢市下水道条例（昭和３６年藤沢市条例第３０号）等の法令の排水

基準を遵守して下水道へ流されるものである。また，大清水浄化センター

は水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）等の法令を遵守して境川

へ放流するものであり，河川及び海の環境への影響はないものとみられ，

申立人の主張には根拠がない。

また，周辺住民の生命，身体，健康，生活等を著しく危険にさらす空中

へ放出される排水があるとしているが，大気へ出されるものは水蒸気とな

ったものであり，汚染物質は含まれず周辺住民の健康へ多大な影響を与え

るものとはいえない。

したがって，申立人の主張は，理由がなく，容認することは出来ない。

以上のとおり，実施機関による本件処分に違法ないし不当はなく，申立

人の主張に理由がないことから，本件異議申立ては却下されるべきもので

ある。

５ 審査会の判断

（１） 本件対象文書について

本件対象文書は，事業者が県生活環境保全条例の規定に基づき，指定事業

所を設置するにあたって，神奈川県知事又は事務処理の特例に関する条例

（平成１１年神奈川県条例第４１号）別表（第３条関係）中，２３で指定し

た市長の許可を得るために提出した設置許可申請書の添付文書のうち，当該

施設の用排水系統の最大時の系統別水量を図示しているものである。

（２） 条例第６条第２号の該当性について

ア 条例第６条第２号は，「法人その他の団体に関する情報又は事業を営む個

人の当該事業に関する情報であって，公開することにより当該法人等又は当

該個人の権利，競争上の地位その他『正当な利益を害するおそれがある』も
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の。」については，公開しなければならないものではなく，この場合の「お

それ」は抽象的可能性では足りず法的保護に値する程度の蓋然性が必要であ

る。

イ 実施機関は，本件対象文書に記載された数値が明らかになると，当該法

人の機密情報が明らかになるため，同業他社であれば，容易に推測が可能

であることから，公開することにより，当該法人の権利，競争上の地位その

他正当な権利を害するおそれがあり，条例第６条第２号に該当するため，

非公開としたと主張している。

ウ 実施機関は，各数値が明らかになることにより，各系統の数値からどれ

くらいの量を日量研究しているか，どれくらいの投資を動物関係の施設にし

ているかが同業他社であれば容易に推測が可能であると主張している。

しかし，本件対象文書は，あくまでも最大時における用排水の系統別水

量の数値を示しているにすぎず，現に当該研究施設において，どの系統に

どれだけの水量が使用されているかが直ちに明らかになるわけではない。

また，事業規模は推測できるかもしれないが，それがいかなる技術的

「ノウハウ」であって，それ故高い企業秘密となるのかについての具体的

説明はなされておらず，「正当な利益を害するおそれがある」とするにつ

いて法的保護に値する蓋然性があると認めることができない。

エ 実施機関からの意見聴取並びに第三者意見書においても，本件対象文書

の各数値は，企業秘密であると主張するが，公開することにより当該法人

の競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるということについ

て，具体的にどのような権利利益を損なうかが説明されたとまではいえず，

公開することができない理由が認められない。

以上のことから，本件対象文書は，条例第６条第２号に該当しないと判断す

る。

よって，「１ 審査会の結論」のとおり判断する。

６ 審査会の処理経過

当審査会の処理経過は，別紙のとおりである。

以 上
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別 紙

審査会の処理経過

年 月 日 処 理 内 容 等

2010. 6. 4 ・行政文書公開請求書受付

6. 8 ・市長が意見照会書を第三者に送付

6.16 ・行政文書公開諾否決定期間延長通知

7. 6 ・市長が第三者から公開に対する意見書受理

7. 9 ・行政文書公開一部承諾決定処分

7.29 ・行政文書公開異議申立書受理

9. 1 ・市長から審査会へ諮問書の提出

9. 3 ・審査会から市長へ非公開理由説明書の提出要請

10. 1 ・市長から審査会へ非公開理由説明書の提出

10.12 ・審査会から異議申立人へ非公開理由説明書の写しの

送付及び意見書の提出要請

11. 1 ・異議申立人から審査会へ意見書の提出

11. 8 ・審査会から市長へ意見書の写しを送付

2011. 2. 4 ・審査会から市長へ対象文書の提出要請

3.11 ・市長から審査会へ対象文書の提出

8.23 ・実施機関等からの意見聴取

9.15 ・異議申立人からの意見聴取

・異議申立人が異議申立ての一部を取り下げ

10.12 ・異議申立人からの異議申立て一部取下書を受理
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年 月 日 処 理 内 容 等

2011.10.13 ・実施機関から審査会へ諮問一部取下書の提出

11.17 ・審議

2012. 1.19 ・審議

3. 1 ・答申
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第１4期藤沢市情報公開審査会委員名簿

（任期：2012年2月1日～2014年1月31日）

氏 名 役 職 名 等

◎ 安 冨 潔 慶應義塾大学大学院法務研究科教授

○ 小 澤 弘 子 弁護士

青 木 孝 弁護士

中 津 川 彰 弁護士

金 井 惠里可 文教大学国際学部准教授

◎会長 ○職務代理者


